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【課題 】緊急時 に必要 な張 力をシー トベル トに迅速 にか つ効果 的に与 えつつ、 よ り一層小型 コンパ ク ト
に形成 して プ リテ ンシ ョナ一の設置 自由度 を高 くす る。 【解決手段】緊急時にガス ジ ェネ レー タ 1 4 が
発生 した圧 力ガスに よ り、 ピス トン 1 5 が押圧 力 を発生 して 円弧状の シー トベル ト押圧部材 1 2 a を押
圧す る。す る と、 シー トベル ト押圧部材 1 2 a がス トツバ 2 5 を判 断 しかつ拡 開 してパイ プ 1 3 の湾 曲
部 1 3 b と同心 円またはほぼ同心 円の 円軌道 に沿 って移動す る。 これ によ り、 シー トベル ト押圧部材 1
2 a はシー トベル ト4 の先端部 4 c を押圧す るので、 シ一 トベル ト4 が 引 っ張 られ る とともにその先端
部 4 c が U 字状 に湾 曲 しなが らフ レーム 9 内に引き込 まれ る。 したが って、 シー トベル ト4 が 緊張 し、
乗員の拘束 力が高 め られ る。



明 細 書

発 明の名称 ：

プ リテ ンシ ョナ一 お よび これ を備 えたシ一 卜ベル 卜装 置

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、 車両衝 突等 の緊急 時 の初期 に、 圧 力 ガス によ リシ一 卜ベル トを

引 っ張 る ことで シー トベル ト （特 に、 ラ ップベル ト） による乗 員 の拘 束 力 を

高め る プ リテ ンシ ョナ一の技術 分野 お よび車両 の シ一 卜ベル 卜装 置 の技術 分

野 に属 す る ものであ る。

背景技術

[0002] 従 来、 自動 車等 の車両 に装備 され るシー トベル ト装 置 において は、 プ リテ

ンシ ョナ一 を備 えた シ一 卜ベル 卜装 置 が種 々開発 されて い る。 この プ リテ ン

シ ョナ一 は、 車両 の衝 突時等 の通 常の減速度 よ り大 きな減速度 が車両 に加 え

られた緊急 時 の初期 に、 ガス ジ ェネ レー タで発 生 した圧 力 ガス によ リシ一 卜

ベル トを引 っ張 る。 これ によ り、 シ一 卜ベル トのた るみ を迅速 に除去 す る と

ともにシ一 卜ベル トに張 力 を付 与 して、 シ一 卜ベル トによる乗 員 の拘 束 力 を

高め るよ うにな つて い る。 その場合、 乗 員 を拘 束 す るシー トベル トは、 乗 員

の肩 お よび胸 を拘 束 す るシ ョル ダ一ベル 卜と乗 員 の腰 を拘 束 す るラ ップベル

卜とに区分 され る。

[0003] 従 来 の プ リテ ンシ ョナ一の一例 と して、 緊急 時 に圧 力 ガス によ り作動 す る

ビス トンで ラ ップベル トを直接 引 っ張 る ことによ り、 シ一 卜ベル トに張 力 を

付 与 す る プ リテ ンシ ョナ一が種 々開発 されて い る （例 えば、特 許 文献 1 お よ

び 2 参 照 ）。

[0004] 特 許 文献 1 お よび 2 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一 は、 直線状 の シ リンダ と、

シ リンダ内 に摺動 可能 に配設 され る とともにラ ップベル 卜の一端部 に可撓性

の連結部 材 を介 して連結 され る ビス トン と、 緊急 時 にシ リンダ内 に ビス トン

を駆動 す る圧 力 ガス を発 生 す るガス発 生装 置 とを少な くとも備 えて い る。 そ

して、 緊急 時 にガス発 生装 置 で発 生 された圧 力 ガスで ピス トンが駆動 され る



と、ビストンがラップベル トをシリンダ側に引っ張ることでシ一卜ベル トに

張力が付与され、これによリシ一卜ベル トによる乗員の拘束力が高められる

[0005] しかしながら、特許文献 1および 2 に記載のプリテンショナ一では、ビス

卜ンが移動する直線状のシリンダの長さが比較的短いため、ビス卜ンの移動

量が少ない。また、ピストンがラップベル トを単純に引っ張るだけである。

このため、ラップベル トの引っ張り量が少ないので、プリテンショナ一が緊

急時にシ一卜ベル トに迅速にかつ効果的に必要な張力を与えることは難しい

。そこで、直線状のシリンダの長さを可能な限り長くしてピストンの移動量

を多くすることが考えられるが、シリンダの長さを単に長くしたのでは、プ

リテンショナ一が大型になってしまう。

[0006] —方、一端がバックルに連結されるとともに他端がハウジングに固定され

た可撓性の連結部材と、連結部材が移動可能に架け渡されたプーリと、直線

状のシリンダ内に摺動可能に配設されたビストンと、ビストンに連結される

とともに先端に動滑車が回転可能に配設された直線状の剛体のビストンロッ

ドと、緊急時にシリンダ内にビストンを駆動する圧力ガスを発生するガス発

生装置と備えるプリテンショナ一 （いわゆる、バックルプリテンショナ一）

が提案されている （例えば、特許文献 3 参照）。

[0007] この特許文献 3 に記載のプリテンショナ一においては、プリテンショナ一

が作動しない通常時にピストンロッドの先端の動滑車が連結部材にこの連結

部材の他端とプーリとの間で当接されている。そして、緊急時にガス発生装

置で発生された圧力ガスでピストンが駆動されると、動滑車が連結部材を押

圧する。すると、連結部材がU字状に曲げられながら引っ張られてバックル

が引き込まれる。これにより、バックルに係合しているタングを介してシ一

卜ベル 卜が引っ張られて、このシ一卜ベル トによる乗員の拘束力が高められ

る。その場合、特許文献 3 に記載のプリテンショナ一では連結部材がU字状

に曲げられながら引っ張られることから、ピストンの移動量に対してバック

ルの引込量が多くなる。



[0008] 更に、従来のプリテンショナ一の他の例として、バックルに連結されたべ

ル 卜バン ドを巻き取るベル 卜巻取リシャフ 卜と、このベル 卜巻取リシャフ 卜

を回転駆動する可撓性の駆動ケ一プルと、パイプ内に摺動可能に配設されて

この駆動ケ一プルを引っ張るビス トンと、緊急時にパイプ内にビス トンを駆

動する圧力ガスを発生するガス発生装置と備えるプリテンショナ一が提案さ

れている （例えば、特許文献 4 参照）。

[0009] この特許文献 4 に記載のプリテンショナ一では、緊急時にガス発生装置で

発生された圧力ガスでピス トンを駆動する。すると、ピス トンが駆動ケープ

ルを引っ張ることでベル 卜巻取リシャフ 卜を回転させてベル 卜バン ドを巻き

取る。これにより、バックルが引っ張られることで、バックルに係合 してい

るタングを介 してシ一 卜ベル 卜が引っ張られて、このシ一 卜ベル トによる乗

員の拘束力が高められる。そして、特許文献 4 に記載のプリテンショナ一に

用いられている駆動ケ一プルは可撓性であることから、ビス トンが移動する

パイプを湾曲させてピス トンの軌道を湾曲させることで、ピス トンの軌道を

長くしてピス トンの移動量を多くすることができる。

[001 0] そこで、特許文献 3 に記載のプリテンショナ一における連結部材をU字状

に曲げながら引っ張る前述の技術事項を前述の特許文献 1 または 2 に記載の

プリテンショナ一に適用することが考えられる。すなわち、特許文献 1 また

は 2 に記載のラップベル トをビス トンによりU字状に曲げながら引っ張るこ

とで、ビス トンの同じ移動量に対 してラップベル 卜の引っ張り量を多くする

ことが考えられる。これに加えて、特許文献 4 に記載のプリテンショナ一に

おけるパイプを湾曲させてピス トンの軌道を湾曲させる前述の技術事項を前

述の特許文献 1 または 2 に記載のプリテンショナ一に適用することが考えら

れる。すなわち、特許文献 1 または 2 に記載の直線状のシリンダを湾曲させ

て長くし、プリテンショナ一の大型化を抑制 しつつピス トンの移動量を多く

することが考えられる。

先行技術文献

特許文献



[001 1] 特許文献 1 ：特 開 2 0 0 4 — 3 2 2 7 3 9 号公報。

特許文献2 ：特 開 2 0 1 0 _ 9 1 3 号公報。

特許文献3 ：特 開 2 0 0 1 _ 9 7 1 8 3 号公報。

特許文献4 ：特表 2 0 0 9 - 5 1 5 8 3 号公報。

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 2] しか し、特許文献 3 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一において も、特許文献 1 ま

たは 2 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一 と同様 に直線状 のシ リンダが用い られてい

る。 このため、前述の特許文献 1 および 2 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一の場合

と同様 に ピス トンの移動量が比較 的少ない。 したが って、前述のように連結

部材 を U 字状 に曲げることで ピス トンの移動量 に対 してバ ックルの引込量が

多 くなると して も、 ピス トンの移動量 は十分多 い とは言 えない。 また、 ビス

トンの移動量 を多 くするため、前述 と同様 にシ リンダの長 さを単 に長 くした

のでは、 プ リテ ンシ ョナ一が大型 にな って しまう。

[001 3] また、特許文献 4 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一では、 ピス トンの駆動力が駆

動 ケ一 プル を介 してベル 卜巻取 リシャフ 卜に伝達 されてベル 卜巻取 リシャフ

卜が駆動 ケ一 プル を巻 き取 る構造が採用 されている。 つ ま り、 ピス トンの直

線的運動 がベル 卜巻取 リシャフ 卜の回転運動 に変換 される運動変換構造が採

用 されている。 このため、 ピス トンの移動量 は多 くすることがで きるものの

、運動変換構造が採用 されるとい う別 の理 由で プ リテ ンシ ョナ一が大型 にな

るばか りでな く、 プ リテ ンシ ョナ一の構造が複雑 になる。 しか も、 この運動

変換構造 によ り、 ビス トンの駆動 エネル ギがベル 卜巻取 りシャフ 卜の回転 ェ

ネル ギに効果的に変換 されず、 エネル ギ ロスが大 き くなる。 このため、 プ リ

テ ンシ ョナ一が緊急時 にシ一 卜ベル トに迅速 にかつ効果的に必要な張力 を与

えることは難 しい。

[0014] しか も、特許文献 3 および 4 にそれぞれ記載 の プ リテ ンシ ョナ一を組み合

わせて特許文献 1 または 2 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一に適用 しようと して も

、特許文献 3 に記載 の プ リテ ンシ ョナ一では可撓性 の連結部材 を ビス 卜ンに



よ り押 圧 す る こ とで 引 っ張 る た め 、 特 許 文 献 3 に記 載 の プ リテ ン シ ョナ 一 の

ビス トン ロ ッ ドに代 え て特 許 文 献 4 に記 載 の 可 撓 性 の 駆 動 ケ 一 プル を単 に用

い る こ とは で きな い。 した が って、 プ リテ ン シ ョナ 一 の 大 型 化 を抑 制 しつ つ

ピス トンの移 動 量 を多 くす る こ とは難 しい。 この た め 、 プ リテ ン シ ョナ 一 が

大 型 に な り、 プ リテ ン シ ョナ 一 の 設 置 ス ペ ー ス が 広 く必 要 とな る ば か りで な

く、 プ リテ ン シ ョナ 一 の 設 置 場 所 が 限 定 さ れ て しま う。 特 に、 シ ー トベ ル ト

装 置 は狭 い車 室 内 に配 設 さ れ る た め プ リテ ン シ ョナ 一 の 設 置 場 所 が 限 定 さ れ

る と、 プ リテ ン シ ョナ 一 の 設 置 自由度 が比 較 的低 い もの とな る。

[001 5] 本 発 明 は この よ うな事 情 を鑑 み て な さ れ た もの で あ って、 そ の 目的 は、 緊

急 時 に必 要 な 張 力 を シ 一 卜ベ ル トに迅 速 に か つ効 果 的 に与 え つ つ、 よ り一 層

小 型 コ ンパ ク トに形 成 して プ リテ ン シ ョナ 一 の 設 置 自由度 を高 くす る こ との

で き る プ リテ ン シ ョナ 一 お よび シ 一 卜ベ ル 卜装 置 を提 供 す る こ とで あ る。

課題 を解決 す るための手段

[001 6 ] 前 述 の 課 題 を解 決 す る た め に、 本 発 明 の プ リテ ン シ ョナ 一 は、 少 な くと も

円弧 状 の 湾 曲部 を有 す るパ イ プ と、 前 記 パ イ プの 湾 曲部 と同心 円 また は ほ ぼ

同心 円 の 円軌 道 に沿 って移 動 可 能 に設 け られ る と と も に ラ ッ プベ ル 卜よ り先

端 側 の シ 一 卜ベ ル 卜の 先 端 部 を押 圧 す る こ とで前 記 シ 一 卜ベ ル トを緊 張 す る

シ ー トベ ル ト押 圧 部 材 と、 緊 急 時 に ガ ス を発 生 す る ガ ス ジ ェ ネ レー タ と、 前

記 / 《イ ブ 内 に移 動 可 能 に設 け られ る と と も に前 記 ガ ス の ガ ス 圧 で 作 動 して シ

- 卜ベ ル 卜押 圧 部 材 を押 圧 す る押 圧 力 を発 生 す る ピス トン と を 少 な くと も備

え る こ と を特 徴 と して い る。

[001 7 ] また、 本 発 明 の プ リテ ン シ ョナ 一 は、 前 記 シ ー トベ ル ト押 圧 部 材 が、 少 な

くと も一 部 が 円弧 状 に形 成 さ れ て い る と と も に前 記 円弧 状 の部 分 の 少 な くと

も一 部 が前 記 / 《イ ブの 湾 曲部 内 に移 動 可 能 に設 け られ る こ と を特 徴 と して い

る。

更 に、 本 発 明 の プ リテ ン シ ョナ 一 は、 通 常 時 に前 記 シ ー トベ ル ト押 圧 部 材

を非 作 動 状 態 に保 持 す る と と も に、 緊 急 時 に前 記 シ ー 卜ベ ル 卜押 圧 部 材 を作

動 可 能 に す る シ 一 卜ベ ル 卜押 圧 部 材 ス トツパ を備 え る こ と を特 徴 と して い る



[001 8] 更 に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、前記パイプおよび前記シー トベル ト

押圧部材が配設 されるとともに前記シー 卜ベル 卜が内部 に進入するためのシ

- 卜ベル 卜進入 口を有する容器状のフ レ一厶を備 え、前記シ一 卜ベル 卜押圧

部材が前記シ一 卜ベ ル 卜の先端部 を押圧 して前記シ一 卜ベ ル 卜進入 口を通 し

て前記 フ レ一厶の内部空間内に引 き込む ことで前記シ一 卜ベル トを緊張 させ

ることを特徴 と している。

[001 9] 更 に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、前記 フ レームの内部空間内に前記シ

- 卜ベ ル 卜が連結 される シ 一 卜ベ ル 卜被連結部材 を備 え、前記 シ 一 卜ベ ル 卜

被連結部材が、前記パイプの湾曲部の円弧の中心か ら偏心 した位置 に設 け ら

れることを特徴 と している。

更に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、作動終 了時に少な くとも前記シ一 卜

ベ ル 卜押圧部材が前記シー 卜ベ ル 卜の先端部 に対する押圧方向 と逆方向に移

動するのをロックするロック部材 を備 えることを特徴 と している。

[0020] 更 に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、作動終 了時に少な くとも前記シ一 卜

ベ ル 卜押圧部材が前記シー 卜ベ ル 卜の先端部 に対する押圧方向 と逆方向に移

動するのをロックするロック部材 を備 え、前記 ロック部材が前記 フ レームの

前記シ一 卜ベル 卜進入 口の位置 に設 け られることを特徴 と している。

更に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、 プ リテ ンシ ョナ一が回転するのを防

止するプ リテ ンシ ョナ一回転防止機構 を備 えることを特徴 と している。

[0021 ] 更 に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、少な くとも一部が前記パイプの湾曲

部 内に移動可能 に設 け られるとともに前記シー 卜ベル 卜押圧部材 を押圧可能

な円弧状の力伝達部材 を備 え、前記 ピス トンの押圧力によ り前記力伝達部材

を介 して前記シ一 卜ベル 卜押圧部材が押圧 されることを特徴 と している。

[0022] 更 に、本発明のプ リテ ンシ ョナ一は、前記シー トベル ト押圧部材が前記シ

- 卜ベル 卜進入 口か ら前記内部空間内に進入 した前記シ一 卜ベル 卜の先端部

を押圧するとともに、前記シ一 卜ベ ル 卜の先端部 は前記シ一 卜ベ ル 卜進入 口

に進入する前 に前記先端部の面がプ リテ ンシ ョナ一の設置状態で車両左右方



向から車両前後方向に転回されることを特徴としている。

[0023] 更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル ト押圧部材が押圧す

るシ一卜ベル 卜の先端部の一部が、前記シ一卜ベル 卜の長手方向に沿って折

り畳まれていることを特徴としている。

更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル トの先端部の折り畳

み部分が、渦巻き状に2つ折りに折り畳まれていることを特徴としている。

更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル トの先端部の折り畳

み部分が、蛇行状に2つ折りに折り畳まれていることを特徴としている。

[0024] 更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル トの先端部の折り畳

み部分が、前記先端部の長手方向両側縁部が前記先端部の幅方向中心に向か

つて前記先端部の長手方向に沿って折り畳まれていることを特徴としている

更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル トの先端部の折り畳

み部分が、縫合されて保形されていることを特徴としている。

[0025] 更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル ト押圧部材が前記シ

- 卜ベル 卜の先端部を押圧するとき、前記先端部の保形されていない部分が

前記先端部の折り畳み部分と同じ折り畳みで折り畳まれるように前記先端部

の保形されていない部分をガイドするシートベル トガイド部材を備えること

を特徴としている。

[0026] 更に、本発明のプリテンショナ一は、前記シートベル ト押圧部材が前記円

軌道に沿って移動するように前記シートベル ト押圧部材をガイドするガイド

部材を備えることを特徴としている。

更に、本発明のプリテンショナ一は、前記ガイド部材が、回動することで

前記シ一卜ベル 卜押圧部材を前記円軌道に沿って移動するようにガイドする

ァ一厶部を有することを特徴としている。

[0027] —方、本発明のシートベル ト装置は、乗員を拘束するシートベル トと、前

記シートベル トを巻き取るシ一卜ベル トリトラクタと、前記シートベル トに

摺動可能に支持されたタンダと、前記タングが係脱可能に係止されるバック



ル と、緊急時に前記シ一 卜ベル トを引 っ張 るプ リテ ンシ ョナ一 とを少な くと

も有 し、前記 プ リテ ンシ ョナ一が前述の本発明のプ リテ ンシ ョナ一のいずれ

か 1 つであることを特徴 と している。

発明の効果

[0028] このように構成 された本発明のプ リテ ンシ ョナ一およびシ一 卜ベル 卜装置

によれば、 シ一 卜ベル 卜押圧部材が ビス トンの押圧力によ り押圧 されること

でパィプの湾曲部 と同心 円またはほぼ同心 円の円軌道 に沿 つて移動 してシ一

卜ベル トの先端部 を押圧する。 これによ り、 シー トベル ト押圧部材はシ一 卜

ベル トを円弧状 に引 っ張 って緊張する。 この とき、 シー トベル ト押圧部材が

前述の円軌道 に沿 って移動することか ら、 シ一 卜ベル 卜押圧部材の移動量つ

まりピス トンの移動量 を増大させ ることが可能 となる。 これによ り、 シ一 卜

ベル 卜の引 っ張 り量 も増大するので、緊急時に必要な張力をシ一 卜ベル トに

迅速 にかつ効果的に与えることがで きる。 また、 シ一 卜ベル ト押圧部材がシ

- 卜ベル トを円弧状 に引 っ張 ることで、 ビス トンの移動量が増大 してもプ リ

テ ンシ ョナ一が大型 になるのを抑制で きる。すなわち、 プ リテ ンシ ョナ一を

小型 コンパ ク トに形成することが可能 となる。 したが って、 プ リテ ンシ ョナ

—の設置 自由度 を効果的に高 くすることがで きる。

[0029] また、 プ リテ ンシ ョナ一回転防止機構が設 け られる。 これによ り、 プ リテ

ンシ ョナ一に回転力が加 え られてもプ リテ ンシ ョナ一の回転 を防止すること

がで きる。 したが って、 プ リテ ンシ ョナ一の作動時でのガス圧 によるプ リテ

ンシ ョナ一の回転 および プ リテ ンシ ョナ一の作動終 了後の乗員の慣性力等 に

よるプ リテ ンシ ョナ一の回転 をともに防止で き、 プ リテ ンシ ョナ一による乗

員の拘束作用をよ り効果的に発揮 させ ることが可能 となる。

[0030] 更に、 フ レー ム の 内部空間内に設 け られかつシー トベル トが連結 されるシ

- 卜ベル 卜被連結部材が、パイプの湾曲部の円弧の中心か ら偏心 した位置 に

設 け られる。 これによ り、 シー トベル ト被連結部材 に巻回されたシ一 卜ベル

卜の先端部の重ね合わせ部分の長 さをよ り効果的に長 くすることが可能 とな

る。 したが って、 シ一 卜ベル トの先端部の重ね合わせ部分の接合強度 を大 き



くすることができる。

更に、ロック部材がフレ一厶におけるシ一 卜ベル 卜進入口の位置に設けら

れることで、口ック部材をより簡単に組み付けることができるようになる。

[0031 ] 更に、シ一 卜ベル ト押圧部材により押圧されてフレームの内部空間内に引

き込まれたシ一 卜ベル 卜のシ一 卜ベル トガイ ド部材が軸状のシ一 卜ベル トガ

ィ ド部材で構成されることで、シー トベル トをガイ ドするシー トベル トガイ

ド構造を簡略化することができる。

[0032] 更に、シ一 卜ベル トの先端部が前記シ一 卜ベル ト進入口に進入する前に先

端部の面がプリテンショナ一の設置状態で車両左右方向から車両前後方向に

転回された後、シ一 卜ベル 卜押圧部材がフレームのシ一 卜ベル 卜進入口から

内部空間内に進入したシー トベル トの先端部を押圧する。 したがって、プリ

テンショナ一をその厚み方向が車両左右方向となるように設置可能ととなる

。これにより、プリテンショナ一を車両シ一 卜の側面に設置することができ

るとともに、プリテンショナ一が車両左右方向に突出するのを抑制できる。

[0033] 更に、シ一 卜ベル ト押圧部材が押圧するシ一 卜ベル トの先端部の一部がシ

- 卜ベル 卜の長手方向に沿って折り畳まれることで、シ一 卜ベル 卜押圧部材

により押圧される先端部の幅をシ一 卜ベル 卜の幅より小さい幅に設定するこ

とができる。これにより、プリテンショナ一の厚みを更に一層薄くでき、プ

リテンショナ一を更に一層小型コンパク 卜に形成することが可能となる。 し

たがって、プリテンショナ一を車両シ一 卜の側面に設置 しても、プリテンシ

ョナ一が車両左右方向に突出するのを更に効果的に抑制でき、車両シー トに

対 して乗員が着座あるいは離座する際にプリテンショナ一が邪魔になるおそ

れを低減できる。このように、車室内のデッドスペースを効率よく利用する

ことが可能となり、プリテンショナ一の設置自由度を更に一層効果的に高く

できる。

[0034] 更に、シ一 卜ベル トガイ ド部材によりシ一 卜ベル 卜の先端部の保形されて

いない部分をガイ ドすることで、シ一 卜ベル 卜押圧部材がシ一 卜ベル 卜の先

端部を押圧するとき、この先端部の保形されていない部分を先端部の折り畳



み部分と同じ折 り畳みで折 り畳むことが可能となる。これにより、シ一 卜べ

ル 卜ガイ ド部材のみの簡単な構成で、シ一 卜ベル 卜押圧部材により押圧され

るシ一 卜ベル 卜の先端部の幅を容易に小さくすることができる。

[0035] 更に、ガイ ド部材によりシ一 卜ベル 卜押圧部材がパイプの湾曲部の中心と

同心またはほぼ同心の円軌道に沿って移動するようにガイ ドされることで、

力伝達部材もパイプの湾曲部内をこの円軌道に沿ってガイ ドすることが可能

となる。これにより、力伝達部材がパイプ内を移動する際に、シ一 卜ベル ト

押圧部材と先端部との間のフリクシヨンおよび力伝達部材とパイプの内周面

との間のフリクションを抑制できる。 したがって、シー トベル ト押圧部材ぉ

よび力伝達部材をよリス厶一ズに移動させることが可能となる。 したがって

、ガスのエネルギを有効に利用でき、シー トベル トを効率よく引っ張って迅

速に緊張させることができる。その結果、シー トベル トによる乗員の拘束性

を効果的に向上することができる。

図面の簡単な説明

[0036] [ 図1] 本発明にかかるプリテンショナ一の実施の形態の第 1例を用いたシ一 卜

ベル 卜装置を模式的に示す図である。

[ 図2] ( A ) は第 1例のプリテンショナ一の車両前方から斜め後方に見た斜視

図、 （B ) はこのプリテンショナ一の車両後方から斜め前方に見た斜視図で

ある。

[ 図3] ( A ) は第 1例のプリテンショナ一の正面図、 （B ) はこのプリテンシ

ョナ一の上面 （平面）図、 （C ) はこのプリテンショナ一の左側面図である

[ 図4] ( A ) は非作動時のプリテンショナ一の図 3 ( B ) におけるVIA—VIA線

に沿う縦断面図、 （B ) は作動終了時のプリテンショナ一の同縦断面図であ

る。

[ 図5] ( A ) はこのプリテンショナ一のロック部材の非ロックを説明する図、

( B ) はこのプリテンショナ一のロック部材のロックを説明する図である。

[ 図6] ( A ) はシ一 卜ベル トの折 りたたみ部の図 1 および図4 ( A ) における



矢視VIAから見た部分平面図、 （B ) は （A ) におけるVIB—VIB線に沿う断面

図、 （C ) は本発明のプリテンショナ一の実施の形態の第 2 例を示す （A )

と同様の図であり、 （D ) は （C ) におけるVID—VID線に沿う断面図、 （E

) は本発明のプリテンショナ一の実施の形態の第 3 例を示す、 （D ) と同様

の断面図である。

[ 図7] ( A ) は本発明のプリテンショナ一の実施の形態の第4 例を示す分解斜

視図、 （B ) は （A ) におけるVIIB 部の拡大図である。

[ 図8] ( A ) は第4 例のプリテンショナ一の取付側から見た斜視図、 （B ) は

第4 例のプリテンショナ一の取付側と反対側から見た斜視図ある。

[ 図9] ( A ) は第4 例のプリテンショナ一の正面図、 （B ) は第4 例のプリテ

ンショナ一の左側面図である。

[ 図10] ( A ) は非作動時のプリテンショナ一の図 9 ( A ) におけるXA—XA線

に沿う縦断面図、 （B ) は作動終了時のプリテンショナ一の縦断面図である

[ 図11] ( A ) は第4 例のロック部材によるロック作動を行わない状態を説明

する部分拡大断面図、 （B ) は第4 例のロック部材によるロック作動を行う

状態を説明する部分拡大断面図である。

発明を実施するための形態
[0037] 以下、図面を用いて本発明を実施するための形態について説明する。

図 1 は本発明にかかるプリテンショナ一の実施の形態の第 1例を用いたシ

- 卜ベル 卜装置を模式的に示す図である。

[0038] 図 1 に示すように、この第 1例のシー トベル ト装置 1 は、基本的には従来

公知の三点式シー トベル ト装置と同じである。図中、従来公知の構成におい

て、 1 はシー トベル ト装置、 2 は車両シ一 卜、 3 は車両シ一 卜2 の近傍に配

設されたシ一 卜ベル トリトラクタ、 4 はゥェビングで形成されてシ一 卜ベル

卜リトラクタ3 に引き出し可能に巻き取 られるとともに緊急時に乗員Mを拘

束するシー トベル ト、 5 はシ一 卜ベル トリトラクタ3 から引き出されたシ一

卜ベル ト4 を乗員Mのショルダーの方へガイ ドするガイ ドアン力一、 6 はこ



のガイ ドアン力一 5 か らガイ ドされてきたシー トベル ト4 に摺動 自在に支持

されたタング、 7 は車体の床あるいは車両シ一 卜に固定されかつタング 6 が

係脱可能に揷入係合 されるバ ックルである。シ一 卜ベル ト4 は乗員M の肩お

よび胸等を拘束するシ ョルダーベル ト4 a と乗員M の腰等を拘束するラップ

ベル ト4 b とを含む。

このシ一 卜ベル ト装置 1 におけるシ一 卜ベル ト4 の装着操作および装着解

除操作 も、従来公知のシ一 卜ベル 卜装置 と同 じである。

[0039] また、図 1 に示すように第 1 例のシー トベル ト装置 1 は、シ一 卜ベル トリ

トラクタ 3 か ら引き出されたシー トベル ト4 の先端部 4 c (つまり、シ一 卜

ベル 卜4 のラップベル 卜4 b を構成 しないがこのラップベル 卜4 b か ら先端

側 に続 く部分）はプ リテンシ ョナ一 8 に接続されている。 プ リテンシ ョナ一

8 は車両シ一 卜2 に関 しバ ックル 7 と反対側でこの車両シ一 卜2 に配置され

て固定されている。 このプ リテンシ ョナ一 8 は、従来公知のプ リテンシ ョナ

—と同様 に前述の緊急時の初期 に作動 してラップベル ト4 b を引っ張 って緊

張 し、シー トベル ト4 (特 に、 ラップベル ト4 b ) による乗員M の拘束力を

高めるものである。

[0040] 図 2 ( A ) は第 1 例のプ リテンシ ョナ一の車両前方か ら斜め後方に見た斜

視図、図 2 ( B ) はこのプ リテンシ ョナ一の車両後方か ら斜め前方に見た斜

視図である。 また、図 3 ( A ) はこのプ リテンシ ョナ一の正面図、図 3 ( B

) はこのプ リテンシ ョナ一の上面 （平面）図、図 3 ( C ) はこのプ リテンシ

ョナ一の左側面図である。更に、図 4 ( A ) は非作動時のプ リテンシ ョナ一

の縦断面図、図 4 ( B ) は作動終 了時のプ リテンシ ョナ一の縦断面図である

[0041 ] 図 2 ( A ) および （B ) 、図 3 ( A ) ない し （C ) 、図 4 ( A ) および （

B ) に示すように、第 1 例のプ リテンシ ョナ一 8 は、 フレーム 9 、支持軸 1

0 、 シー トベル ト被連結部材 1 1 、 シー トベル ト緊張部材 1 2 、パイプ 1 3

、 ガスジェネ レータ 1 4 、 ピス トン 1 5 、 ロック部材 1 6 、力伝達部材 1 7

、 シー トベル トガイ ドロ一ラ 1 8 、 内周側シー トベル トガイ ド部 1 9 、 およ



び外周側シ一 卜ベル トガイ ド部 2 0 を備えている。

[0042] フレ一厶 9 は略円筒状の第 1 のフレ一厶部材 9 a と第 2 のフレ一厶部材 9

b とを有する。第 1 および第 2 のフレー厶部材 9 a , 9 b は、それらの円弧状

の周壁を適宜の結合手段で接離可能にあるいは接離不能に互いに接合される

ことにより、所定厚みの略平坦で略円筒容器状に形成される。フレ一厶 9 を

構成 している。そ して、プリテンショナ一8 は車両シ一 卜2 の側面に第 2 の

フレー厶部材 9 b の略平坦面が当接するようにして設置される。プリテンシ

ョナ一 8 が車両シ一 卜2 に設置された状態では、プリテンショナ一8 の厚み

方向が車両左右方向となる。

[0043] このフ レーム 9 は、略円柱状の内部空間を形成 している。第 1 のフ レーム

部材 9 a と第 2 のフ レ一厶部材 9 b には、内部空間を外部に連通する大きな

開口9 c (第 2 のフレー厶部材 9 b の開口は不図示であるが、第 1 のフレー

厶部材 9 a の開口9 c とほぼ同じように形成される）が形成されている。ま

た、第 1 および第 2 フレー厶部材 9 a , 9 b の外周面には、シー トベル ト進入

口9 d が形成されている。シ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c はこのシ一 卜ベル 卜

進入口9 d を通 して内部空間内に進入するようにされている。その場合、シ

— 卜ベル ト4 の先端部 4 c はシ一 卜ベル 卜進入口9 d に到達する前に先端部

4 c の面が車両左右方向から略 9 0 度転回されて車両前後方向に向いた状態

でシ一 卜ベル 卜進入口9 d に進入するようになっている。

[0044] 支持軸 1 0 は、例えばボル 卜等で形成されてフ レーム 9 の内部空間内で第

1 および第 2 のフレ一厶部材 9 a , 9 b 間に第 1 および第 2 のフレ一厶部材 9

a , 9 b の円形状の略中心に位置 して架設されている。シ一 卜ベル 卜被連結部

材 1 1 は第 1 のフレ一厶部材 9 a と第 2 のフレ一厶部材 9 b の間に配設され

て支持軸 1 0 に支持固定されるとともに、シー トベル ト4 の先端部 4 c の一

部が連結される。

[0045] シー トベル ト緊張部材 1 2 は、シー トベル ト4 を押圧するシー トベル ト押

圧部材 1 2 a とこのシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a を作動するガイ ド部材 1 2

b とを有する。シー トベル ト押圧部材 1 2 a は帯状板をU字状に湾曲されて



形成されている。一方、ガイ ド部材 1 2 b は、径方向に延設される第 1 およ

び第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1 2 d とこれらの第 1 および第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1

2 d の一端側を連結する連結部 1 2 e とを有 して帯状板をコ字状に接曲され

て形成されている。第 1 および第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1 2 d の他端側はシ一 卜

ベル 卜被連結部材 1 1 に第 1 のフレ一厶部材 9 a と第 2 のフレ一厶部材 9 b

に形成されている前述の開口内で回動可能に支持されている。シ一 卜ベル 卜

押圧部材 1 2 a は連結部 1 2 e にその湾曲部が連結部 1 2 e から所定量突出

するようにして取 り付けられている。そ して、シー トベル ト押圧部材 1 2 a

は移動 （回動）する際、第 1 および第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1 2 d が回動するこ

とでこれらの第 1 および第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1 2 d にガイ ドされて支持軸 1

0 の中心と同心の円軌道に沿って移動 （回動）する。これにより、シ一 卜べ

ル 卜押圧部材 1 2 a はシ一 卜ベル ト4 を押圧するようになつている。

[0046] パイプ 1 3 は直線状部 1 3 a とこの直線状部 1 3 a から延設され支持軸 1

0 の中心と同心円またはほぼ同心円の円弧状に形成された湾曲部 1 3 b とを

有する。その場合、シー トベル ト押圧部材 1 2 a は湾曲部 1 3 b の中心と同

心またはほぼ同心の円軌道に沿って移動するようになっている。ガスジェネ

レ一タ 1 4 はパイプ 1 3 の直線状部 1 3 a 内に配設され、緊急時に作動 して

パイプ 1 3 内に圧力ガスを発生する。 ピス トン 1 5 はパイプ 1 3 の直線状部

1 3 a 内に摺動可能に配設される。そ して、 ピス トン 1 5 はガスジエネレ一

タ 1 4 で発生 した圧力ガスで作動 して、押圧力を発生する。

[0047] 口ック部材 1 6 はパイプ 1 3 の直線状部 1 3 a と湾曲部 1 3 b との境界部

内に摺動可能に配設されている。このロック部材 1 6 は第 1 のロック本体 1

6 a と所定数のロック用ボール 1 6 b とを有 している。第 1 のロック本体 1

6 a は軸方向に沿う断面が略三角形状の円環状の凹部 1 6 c を有 している。

その場合、図 5 ( A ) および （B ) に示すように、凹部 1 6 c の力伝達部材

1 7 側 （ピス トン 1 5 側と反対側）の傾斜面 1 6 d は比較的ゆるやかな傾斜

面とされている。所定数のロック用ボール 1 6 1 は凹部 1 6 c 内に配設され

ている。



[0048] ロック部材 1 6 の第 1 のロック本体 1 6 a はピス トン 1 5 の押圧力により

押圧されることでパイプ 1 3 内を移動するようになっている。その場合、図

5 ( A ) に示すように第 1 のロック本体 1 6 a が矢印A 方向 （力伝達部材 1

7 の方向）に移動 しょうとするときは、各ロック用ボール 1 6 匕は凹部 1 6

c の最深位置を含む比較的深い位置に位置する。これにより、第 1 のロック

本体 1 6 a の凹部 1 6 c の傾斜面 1 6 d とパイプ 1 3 の内周面 1 3 c との間

に挟圧されない。このときは、第 1 のロック本体 1 6 a はパイプ 1 3 内を移

動可能な状態となる。また、図 5 ( B ) に示すようにロック部材 1 6 が矢印

B方向 （ピス トン 1 5 の方向）に移動 しょうとするときは、各ロック用ボ一

ル 1 6 b は、凹部 1 6 c の傾斜面 1 6 d とパイプ 1 3 の内周面 1 3 c との間

に挟圧される。このとき、傾斜面 1 6 づと内周面 1 3 c との楔効果により各

口ック用ボール 1 6 b の挟圧力が大きくなり、ロック部材 1 6 が第 1 のロッ

ク本体 1 6 a のロック作用を行う。これにより、第 1 のロック本体 1 6 a は

矢印 B方向にロックされてパイプ 1 3 内を同方向に移動不能となる。

[0049] 力伝達部材 1 7 は金属等の剛体 （ピス トン 1 5 から押圧力が伝達されたと

きに実質的に変形 しない）のロッド （丸棒）から比較的長い円弧状に湾曲さ

れて形成されるとともにパイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b 内に摺動可能に配設され

る。その場合、力伝達部材 1 7 は支持軸 1 0 の中心と同心状に配設される。

そ して、力伝達部材 1 7 はロック部材 1 6 に押圧されることでパイプ 1 3 内

を支持軸 1 0 の中心と同心の円軌道に沿って回転移動するようにされている

。力伝達部材 1 7 の先端 （ロック部材 1 6 側の端と反対側の端）には突部 1

7 a が設けられている。この突部 1 7 a はU字状のシー トベル ト押圧部材 1

2 a 内に嵌合され、力伝達部材 1 7 の作動時にシー トベル ト押圧部材 1 2 a

を押圧するようになつている。その場合、前述のようにシー トベル ト押圧部

材 1 2 a が第 1 および第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1 2 d にガイ ドされることにより

、力伝達部材 1 7 も前述の円軌道に沿うようにガイ ドされる。これにより、

シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a と先端部 4 c との間のフリクシヨンおよび力伝

達部材 1 7 とパイプ 1 3 の内周面との間のフリクションが抑制されて、シ一



卜ベル ト押圧部材 1 2 a および力伝達部材 1 7 は、 よリス厶一ズに移動する

[0050] シ一 卜ベル トガイ ドロ一ラ 1 8 は第 1 および第 2 のフレ一厶部材 9 a , 9 b

の外周縁部間に回転可能に架設される。その場合、シ一 卜ベル トガイ ド口一

ラ 1 8 はシー トベル ト進入口 9 d の一端側 に配設される。そ して、シ一 卜べ

ル 卜ガイ ドローラ 1 8 はシー トベル ト4 を回転 しなが らガイ ドする。図 6 (

A ) および （B ) に示すように、 プ リテンシ ョナ一 8 の非作動状態では、シ

- 卜ベル ト4 の先端部 4 c の うち、シ一 卜ベル 卜進入口 9 d へ進入する直前

か ら第 1 および第 2 のフレ一厶部材 9 a , 9 b の内部空間内に進入 した部分は

、先端部 4 c の長手方向両側縁が先端部 4 c の幅方向中心 に向かって当接 ま

たはほぼ当接するようにシー トベル ト4 の長手方向に沿 つて折 り畳 まれてい

るとともに縫合 されて図 6 ( B ) に示す折 り畳み形状 に保形 されている。

[0051 ] これにより、 この縫合部 4 d における先端部 4 c の幅 は、法規で定め ら

れているラップベル ト4 b の正規の幅W 0の 2 分の 1 または略 2 分の 1 とされ

ている （ = 0/ 2 または = 0/ 2 ) 。 そ して、図 4 ( A ) に示すように

プ リテンシ ョナ一 8 の非作動時にこ の縫合部 4 d がシ一 卜ベル 卜ガイ ド口一

ラ 1 8 に当接するようにされている。 また、第 1 および第 2 のフレー厶部材

9 a , 9 b の対向内面の間隔がラップベル ト4 b の幅W 0の略 2 分の 1 に設定さ

れている。

なお、折 り畳み形状 に保形 されたシ一 卜ベル 卜4 の部分は例えば接着剤等

による接合 して保形することもできる。

[0052] 内周側シ一 卜ベル トガイ ド部 1 9 および外周側シ一 卜ベル トガイ ド部 2 0

は、それぞれ第 1 および第 2 のフレー厶部材 9 a , 9 b 間に架設される。 これ

らの内周側シー トベル トガイ ド部 1 9 および外周側シー トベル トガイ ド部 2

0 は、いずれも、支持軸 1 0 の中心 と同心円の円弧状 に形成 されている。そ

して、シ一 卜ベル 卜進入口 9 d か らフレーム 9 の内部空間内に進入 したシ一

卜ベル ト4 は、内周側シー トベル トガイ ド部 1 9 の円弧状の外周面および外

周側シー トベル トガイ ド部 2 0 の円弧状の内周面によってガイ ドされるよう



になっている。なお、この第 1例では、外周側シー トベル トガイ ド部 2 0 は

、第 2 のフレー厶部材 9 b と単一部材で一体に設けられている。

[0053] 次に、第 1例のプリテンショナ一8 の作動について説明する。図4 ( A )

に示すようにシ一 卜ベル 卜4 の先端部 4 c は、ガスジェネレータ 1 4 が作動

しない通常時は、シー トベル トガイ ドロ一ラ 1 8 と内周側シー トベル トガイ

ド部 1 9 との間でシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a により押圧されてこれらのシ

- 卜ベル トガイ ドロ一ラ 1 8 と内周側シ一 卜ベル トガイ ド部 1 9 とに当接す

るとともに若干屈曲 した状態にされている。また、 ピス トン 1 5 、ロック咅

材 1 6 、および力伝達部材 1 7 は、図示 しないが従来のプリテンショナ一と

同様に適宜の付勢手段で図4 ( A ) に示す位置に保持されている。その場合

、各ロック用ボール 1 6 b は図4 ( A ) および図 5 ( A ) に示す凹部 1 6 c

の比較的深い位置にあり、ロック部材 1 6 はパイプ 1 3 内を摺動可能になつ

ている。

[0054] この状態で、図 1 に示すように従来の一般的なシー トベル ト装置と同様、

タンダ6 がバックル 7 に係合されることでシ一 卜ベル ト4 が乗員Mに装着さ

れる。そ して、このようにシー トベル ト4 が乗員Mに装着された状態で、緊

急時にガスジェネレータ 1 4 が作動 して圧力ガスを発生すると、圧力ガスの

ガス圧がビス トン 1 5 に作用する。すると、 ビス トン 1 5 が作動 して押圧力

を発生 し、ロック部材 1 6 および力伝達部材 1 7 を介 してシー トベル ト緊張

部材 1 2 のシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a を押圧する。これにより、シ一 卜べ

ル 卜押圧部材 1 2 a がシー トベル ト4 の先端部 4 c を押圧するので、シ一 卜

ベル 卜4 は先端部 4 c が U字状に曲げられながら引っ張られてこの第 1 およ

び第 2 フレー厶部材 9 a , 9 b の内部空間内に引き込まれる。その場合、シ一

卜ベル ト4 の先端部 4 c がシー トベル トガイ ドロ一ラ 1 8 に圧接 してガイ ド

されることおよび先端部 4 c の長手方向両側縁部が第 1 および第 2 フレーム

部材 9 a , 9 b により折 り畳み方向にガイ ドされることで絞られて、図 6 ( A

) および （B ) に示すように先端部 4 c は、縫合部 4 d が形成された先端部

c 部分に倣ってその長手方向両側縁が先端部 4 c の幅方向中心に向かって



当接またはほぼ当接するように折 り畳まれながら第 1 および第 2 フレ一厶部

材 9 a , 9 b の内部空間内に進入する。

[0055] 更に、 ピス トン 1 5 、ロック部材 1 6 、および力伝達部材 1 7 が支持軸 1

0 の中心と同心の円軌道に沿って移動する。このとき、第 1 および第 2 ァ一

厶咅 1 2 c , 1 2 d が支持軸 1 0 を中心に図4 ( A ) において反時計回りに回

動するが、第 1 および第 2 ァ一厶部 1 2 c , 1 2 d の回動によリシ一 卜ベル ト

押圧部材 1 2 a が前述の円軌道に沿うようガイ ドされるとともに、このよう

にシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a がガイ ドされることで、力伝達部材 1 7 も、

前述の円軌道に沿うようガイ ドされる。これにより、力伝達部材 1 7 は比較

的長 く形成されても、シー トベル ト押圧部材 1 2 a と先端部 4 c との間のフ

リクシヨンおよび力伝達部材 1 7 とパイプ 1 3 の内周面 1 3 c との間のフリ

クションが抑制されて、シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a および力伝達部材 1 7

は、よリスムーズに移動する。 したがって、圧力ガスのエネルギが有効に利

用され、シー トベル ト4 は効率よく引っ張られて比較的迅速に緊張 し、シ一

卜ベル ト4 (特に、ラップベル ト4 b ) による乗員Mの拘束性が効果的に高

くなる。

[0056] また、 U字状に曲げられて第 1 および第 2 フレー厶部材 9 a , 9 b の内部空

間内に進入 したシ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c は、その内周側が内周側シ一 卜

ベル トガイ ド部 1 9 にガイ ドされるとともにその外周側が外周側シ一 卜ベル

卜ガイ ド部 2 0 にガイ ドされる。その場合、シー トベル ト4 の先端部 4 c は

U字状に曲げられることで、シ一 卜ベル ト4 の引っ張り量はシ一 卜ベル 卜押

圧部材 1 2 a の移動量 （つまりは、 ピス トン 1 5 の移動量）より大きい。 し

たがって、シー トベル ト4 (特に、ラップベル ト4 b ) による乗員Mの拘束

力がビス トン 1 5 のより少ない移動量で短時間で効果的に増大する。

[0057] シ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a 、力伝達部材 1 7 、ロック部材 1 6 、および

ピス トン 1 5 は、乗員Mの拘束力が予め設定された設定拘束力となる最大ス

卜ローク位置に移動すると停止する。これにより、プリテンショナ一8 によ

る乗員Mの初期拘束が終了する。このとき、各ロック用ボール 1 6 b は傾斜



面 1 6 d 側に移動する。一方、プリテンショナ一8 による乗員Mの拘束終了

後、乗員Mの慣性によリシ一 卜ベル ト4 が引っ張られようとするため、その

先端部 4 c がラップベル ト4 b の方へ引っ張られようとする。この先端部 4

c の引っ張リカで、シー トベル ト押圧部材 1 2 a および力伝達部材 1 7 を介

してロック部材 1 6 が図 5 ( B ) に示す矢印 B方向に付勢されて同方向に移

動 しょうとする。このとき、各ロック用ボール 1 6 b が前述の楔効果で第 1

のロック本体 1 6 a をB方向にロックするため、第 1 のロック本体 1 6 a は

B方向に移動不能となる。これにより、シ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a および

力伝達部材 1 7 もB方向に移動不能となり、シー トベル ト4 は乗員Mの慣性

により引っ張られようとしても伸び出すことがなく、乗員Mはシ一 卜ベル 卜

4 による効果的に拘束される。

[0058] この第 1例のプリテンショナ一8 およびシー トベル ト装置 1 によれば、円

弧状の力伝達部材 1 7 がピス トン 1 5 により押圧されることでパイプ 1 3 の

湾曲部 1 3 b 内を移動 してシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a を押圧すると、シ一

卜ベル 卜押圧部材 1 2 a がシ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c を押圧 してシ一 卜べ

ル 卜4 を円弧状に引っ張る。このとき、円弧状の力伝達部材 1 7 がパイプ 1

3 の湾曲部 1 3 b 内を移動するが、パイプ 1 3 が円弧状に湾曲 していること

から、力伝達部材 1 7 の移動量つまりピス トン 1 5 の移動量を増大させるこ

とが可能となる。これにより、シー トベル ト4 の引っ張り量も増大するので

、緊急時に必要な張力をシ一 卜ベル ト4 に迅速にかつ効果的に与えることが

できる。また、シー トベル ト押圧部材 1 2 a がシー トベル ト4 を円弧状に引

つ張ることで、 ビス トン 1 5 の移動量が増大 してもプリテンショナ一8 が大

型になるのを抑制できる。すなわち、プリテンショナ一8 を小型コンパク ト

に形成することが可能となる。 したがって、プリテンショナ一8 の設置自由

度を効果的に高くすることができる。

[0059] また、シー トベル ト4 の先端部 4 c がフレーム 9 のシー トベル ト進入口9

に進入する前に先端部 4 c の面がプリテンショナ一 8 の設置状態で車両左

右方向から車両前後方向に転回された後、シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a がシ



— 卜ベル ト進入口 9 d か ら内部空間内に進入 したシ一 卜ベル ト4 の先端部 4

c を押圧する。 したがって、 プ リテ ンシ ョナ一 8 をその厚み方向が車両左右

方向となるように設置可能 ととなる。 これにより、 プ リテンシ ョナ一 8 車両

シ一 卜2 の側面に設置することができるとともに、 プ リテンシ ョナ一 8 が車

両左右方向に突出するのを抑制できる。

[0060] 更 に、シー トベル ト押圧部材 1 2 a が押圧するシー トベル ト4 の先端部 4

c の一部がシ一 卜ベル ト4 の長手方向に沿 って折 り畳 まれることで、シ一 卜

ベル 卜押圧部材 1 2 a により押圧される先端部 4 c の幅 をシ一 卜ベル ト4

の幅W 0より小さい幅に設定することができる。 これにより、 プ リテンシ ョナ

- 8 の厚みを更に一層薄 くでき、 プ リテンシ ョナ一 8 を更に一層小型 コンパ

ク 卜に形成することが可能 となる。 したがって、 プ リテンシ ョナ一 8 を車両

シ一 卜2 の側面に設置 しても、 プ リテンシ ョナ一 8 が車両左右方向に突出す

るのを更に効果的に抑制でき、車両シ一 卜2 に対 して乗員M が着座あるいは

離座する際にプ リテンシ ョナ一 8 が邪魔 になるおそれを低減できる。 このよ

うに、車室内のデ ッ ドスペ ー ス を効率 よ く利用することが可能 とな り、 プ リ

テ ンシ ョナ一 8 の設置 自由度 を更に一層効果的に高 くできる。

[0061 ] 更 に、シー トベル トガイ ドローラ 1 8 によリシ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c

の保形 されていない部分をガイ ドすることで、シー トベル ト押圧部材 1 2 a

がシ— 卜ベル ト4 の先端部 を押圧するとき、 この先端部 4 c の保形 されてい

ない部分を先端部 4 c の保形 された折 り畳み部分 と同 じ折 り畳みで折 り畳む

ことが可能 となる。 これにより、シー トベル トガイ ドローラ 1 8 のみの簡単

な構成で、シー トベル ト押圧部材 1 2 a により押圧されるシー トベル ト4 の

先端部 4 c の幅 を容易に小さ くすることができる。

[0062] 更 に、ガイ ド部材 1 2 b によリシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a がパイプ 1 3

の湾曲部 1 3 b の中心 と同心 またはほぼ同心の円軌道に沿 って移動するよう

にガイ ドされることで、力伝達部材 1 7 もパイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b 内をこ

の円軌道に沿 ってガイ ドすることが可能 となる。 これにより、シー トベル ト

押圧部材 1 2 a と先端部 4 c との間のフ リクシ ョンおよび力伝達部材 1 7 と



パイプ 1 3 の内周面 1 3 c との間のフリクションを抑制できる。 したがって

、力伝達部材 1 7 を比較的長 く形成 しても、力伝達部材 1 7 およびシ一 卜べ

ル 卜押圧部材 1 2 a をよリス厶一ズに移動させることが可能となる。 したが

つて、圧力ガスのエネルギを有効に利用でき、シー トベル ト4 を効率よく引

つ張って迅速に緊張させることができる。その結果、シ一 卜ベル ト4 による

乗員の拘束性を効果的に向上することができる。

[0063] 図 6 ( C ) は本発明のプリテンショナ一の実施の形態の第 2 例を示す、図

6 ( A ) と同様の図であり、図 6 ( D ) は図 6 ( C ) におけるVID—VID線に

沿う断面図、図 6 ( E ) は本発明のプリテンショナ一の実施の形態の第 3 例

を示す、図 6 ( D ) と同様の断面図である。

[0064] 図 6 ( C ) および （D ) に示すように、第 2 例のプリテンショナ一8 では

、シ一 卜ベル 卜4 の先端部 4 c の折 り畳み部が渦巻き状に2 つ折 りに折 り畳

まれるとともに縫合されて保形されている。その場合、保形部分の領域は、

シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a の押圧によリシ一 卜ベル ト4 が予め設定された

最大引っ張り量に引っ張られたときに、少なくとも保形部分がシ一 卜ベル 卜

ガイ ドロ一ラ 1 8 に当接する領域に設定されている。この第 2 例のプリテン

ショナ一8 では、先端部 4 c の折 り畳み部の幅W2はシ一 卜ベル ト4 の幅W0の

略 3 分の 1 の幅となり、前述の第 1例の幅 より小さい。 したがって、第 2

例のプリテンショナ一8 はその厚みが前述の第 1例のプリテンショナ一8 の

厚みより小さいので、更に一層コンパク トに形成可能となる。この第 2 例の

プリテ ンショナ一8 の他の構成および他の作用効果は、前述の第 1例と同じ

である。更に、図 6 ( E ) に示すように、第 3 例のプリテンショナ一8 では

、シ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c の折 り畳み部が蛇行状に2 つ折 りに折 り畳ま

れるとともに縫合されて保形されている。この第 3 例のプリテ ンショナ一8

の他の構成および作用効果は、前述の図 6 ( C ) および （D ) に示す第 2 例

と同じである。

[0065] 図 7 ( A ) は本発明のプリテンショナ一の実施の形態の第4 例を示す分解

斜視図、図 7 ( B ) は図 7 ( A ) におけるVIIB 部の拡大図、図8 ( A ) は第



4 例のプリテンショナ一の取付側から見た斜視図、図 8 ( B ) は第4 例のプ

リテンショナ一の取付側と反対側から見た斜視図、図 9 ( A ) は第4 例のプ

リテンショナ一の正面図、図 9 ( B ) は第4 例のプリテンショナ一の左側面

図である。なお、前述の第 1例のプリテンショナ一の構成要素と同じ構成要

素には同じ符号を付すことで、それらの詳細な説明は省略する。

[0066] 図 7 ( A ) , ( B ) 、図 8 ( A ) , ( B ) 、および図 9 ( A ) , ( B ) に示す

ように、第4 例のプリテンショナ一8 は、前述の各例と同様に略平坦な円筒

容器状のフレーム 9 を備えている。その場合、この第4 例のフレーム 9 は、

シ一 卜ベル ト4 の幅方向と同方向に見て概略 L 字状に形成された第 3 のフレ

—厶部材 9 e と、同様に同方向に見て略扇状に形成された第4 のフレ一厶部

材 9 f とを有する。

[0067] 第 3 のフレー厶部材 9 e は左右の側壁 9 g , 9 h とこれらを接続する周壁 9

i とにより横断面略U字状に形成されている。左右の側壁 9 g , 9 h には、支

持軸 1 0 およびシ一 卜ベル 卜被連結部材 1 1 が揷通される第 1 の揷通孔 9 j

、取付ボル 卜2 1 が揷通される第 2 の揷通孔 9 k 、結合ボル 卜2 2 が揷通さ

れる第 3 の揷通孔 9 mが形成されている （なお、図 7 ( A ) には、第 1 の揷

通孔 9 」、第 2 の揷通孔 9 k 、および第 3 の揷通孔mは左側壁 9 g のみに図

示されていないが、右側壁 9 h にも左側壁 9 g の各孔に対向 して設けられて

いる。）。周壁 9 i の内周面の一部は、パイプ 1 3 が固定支持される円弧状

のパイプ支持部とされている。

[0068] 第 4 のフレー厶部材 9 f は左右の側壁 9 n , 9 o とこれらを接続する周壁 9

p とにより横断面略U字状に形成されている。左右の側壁 9 n , 9 o の扇の要

の領域には、支持軸 1 0 およびシ一 卜ベル ト被連結部材 1 1 が揷通される第

4 の揷通孔 9 q , 9 r 、軸状のシー トベル トガイ ド部材 2 3 が揷通される第 5

の揷通孔 9 s 、結合ボル 卜2 2 が揷通される第 6 の揷通孔 9 t 、シ一 卜ベル

卜ガイ ドローラ 1 8 a を回動可能に支持するローラ支持軸 1 8 b が揷通され

る第 7 の揷通孔 9 u が形成されている （なお、図 7 ( A ) には、第 5 の揷通

孔 9 s および第 6 の揷通孔 t は左側壁 9 n のみに図示されていないが、右側



壁 9 o にも左側壁 9 n の各孔に対向 して設けられている。）。周壁 9 p の内

周側の一部は、第 1例と同様に円弧状の外周側シ一 卜ベル トガイ ド部 2 0 と

されている。

[0069] 更に、第 3 のフレー厶部材 9 e の左右の側壁 9 g , 9 h におけるシ一 卜ベル

卜進入口9 d 近傍の各端は第 1 の挟圧支持部 9 V とされているとともに、第

4 のフレ一厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o におけるシ一 卜ベル 卜進入口9

d 近傍の各端は第 2 の挟圧支持部 9 w とされている。そ して、第 3 のフレー

厶部材 9 e と第4 のフレ一厶部材 9 f とが結合された状態は、第 1 および第

2 の挟圧支持部 9 V , 9 w が互いに対向するようになっている。第 3 のフレー

厶部材 9 e の左右の側壁 9 g , 9 h の間隔は、第 1 の挟圧支持部 9 v の領域以

外の領域での間隔がこの第 1 の挟圧支持部 9 V の領域での間隔より所定量大

きく設定されている。また、第4 のフレー厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o

の間隔は、第4 のフレー厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o のほぼ全域で第 3

のフレ一厶部材 9 e の左右の側壁 9 g , 9 h における第 1 の挟圧支持部 9 v の

領域での間隔と同じかまたはほぼ同じに設定されている。そ して、第 3 のフ

レ一厶部材 9 e と第4 のフレ一厶部材 9 f とが結合されるときは、第4 のフ

レ一厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o における扇の要の領域を含む所定領域

が第 3 のフレー厶部材 9 e の左右の側壁 9 g , 9 h における第 1 の挟圧支持部

9 V の領域以外の領域の間に嵌入されるようになっている。

[0070] パイプ 1 3 は、第 3 のフレー厶部材 9 e の左右の側壁 9 g , 9 h と周壁 9 i

とに支持される。このパイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b 内には、シー トベル ト緊張

部材 1 2 の円弧状のシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a がパイプ 1 3 の湾曲部 1 3

b に沿って移動可能に配設される。その場合、前述の第 1例ではシ一 卜ベル

卜押圧部材 1 2 a と円弧状の力伝達部材 1 7 とが互いに別の 2 部材で構成さ

れているが、この第4 例ではシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a と力伝達部材 1 7

とが単一部材で一体に構成されている。換言すると、第4 例では力伝達部材

1 7 が省略されて円弧状の 1 つのシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a のみが配設さ

れる。 したがって、第4 例のシー トベル ト押圧部材 1 2 a はその一端をビス



トン 1 5 の押圧力によって直接押圧されるようになつている。 また、第 4 例

のプ リテンシ ョナ一 8 では、シー トベル ト押圧部材 1 2 a をガイ ドする第 1

例のガイ ド部材 1 2 b が設けられていない。

[0071 ] シ一 卜ベ ル 卜押圧部材 1 2 a の ピス トン 1 5 側の端部が横断面円形状 に形

成 されるとともにシー トベル ト押圧部材 1 2 a の ピス トン 1 5 側 と反対側の

端部の近傍部分が横断面矩形状 に形成 されていて、シー 卜ベル 卜押圧部材 1

2 a の横断面形状が横断面円形状か ら横断面矩形状へ連続的に変化するよう

にされている。 また、シ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a の ピス トン 1 5 側 と反対

側の端部は部分円柱状 に形成 されてシ一 卜ベル 卜4 を押圧可能なシ一 卜ベル

卜押圧部 1 2 f とされている。その場合、シー トベル ト押圧部 1 2 f のシ一

卜ベル 卜幅方向の長さはシ一 卜ベル 卜4 の幅 とほぼ等 しく設定されていると

ともに、シー トベル ト押圧部材 1 2 a の ピス トン 1 5 側 と反対側の横断面矩

形状の端部の厚 さより大 きく設定されていて、シー トベル ト押圧部 1 2 f と

シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a の横断面矩形状の端部 とが T 字状 に形成 されて

いる。 また、シー トベル ト押圧部 1 2 f の部分円柱状の円弧面がシ一 卜ベル

卜4 の先端部 4 c に当接可能 となっている。

[0072] 図 7 ( A ) 、図 1 0 ( A ) , ( B ) 、 および図 1 1 ( A ) , ( B ) に示すよ

うに、第 3 のフレー厶部材 9 e における第 1 の挟圧支持部 9 V の近傍部 （つ

まり、第 3 のフレー厶部材 9 e におけるシー トベル ト進入口 9 d の位置）に

は、 ロック部材 1 6 が設けられている。 したがって、第 4 例のプ リテンシ ョ

ナ一 8 では、 ロック部材 1 6 は第 1 例のようにシー トベル ト押圧部材 1 2 a

とピス トン 1 5 との間には設けられない。第 4 例のロック部材 1 6 は、筒状

でかつ円弧状 に湾曲された第 2 のロック本体 1 6 e と、 ロック用 ころ 1 6 f

と、 ロック用スプ リング 1 6 g と、スプ リング支持 リテ一ナ部 1 6 h とを有

している。

[0073] 第 2 の ロック本体 1 6 e は内周面に傾斜面 1 6 i を有する突条部 1 6 j を

有 している。 この第 2 のロック本体 1 6 e はパイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b の先

端部 （直線状部 1 3 a 側 と反対側の端部）に外嵌されかつ第 3 のフレーム部



材 9 e の左右の側壁 9 g , 9 h における第 1 の挟圧支持部 9 v の近傍部に内嵌

されて組み付けられる。その場合、第 2 のロック本体 1 6 e の突条部 1 6 j

は第 3 のフレー厶部材 9 e の周壁 9 i に形成された凹状切欠部 9 X に嵌合さ

れる。

[0074] ロック用ころ 1 6 f は、パイプ 1 3 が固定支持された第 3 のフレー厶部材

9 e と第 2 のロック本体 1 6 e とが前述のように組み付けられた状態で、第

2 のロック本体 1 6 e の突条部 1 6 j の内側と円弧状のシー トベル ト押圧部

材 1 2 a との間でかつパイプ 1 3 に突条部 1 6 j の内側に対向 して形成され

た切欠溝状のガイ ド1 3 d に配置されて転動可能に配設される。

[0075] スプリング支持 リテ一ナ部 1 6 h は、第 3 および第4 のフレー厶部材 9 e ,

9 f の間に配設されるブラケット2 4 に設けられる。そ して、ロック用スプ

リング 1 6 g がロック用ころ 1 6 f とスプリング支持 リテ一ナ部 1 6 h との

間に縮設され、ロック用ころ 1 6 f はこのロック用スプリング 1 6 g の付勢

力により傾斜面 1 6 i の方へ常時軽 く付勢される。

[0076] このように構成された第4 例のロック部材 1 6 では、図 1 1 ( A ) に示す

ようにピス トン 1 5 の押圧力により押圧されてシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a

がシー トベル ト4 の先端部 4 c を押圧する矢印A 方向 （図 1 1 ( A ) におい

て反時計回り）に移動 しょうとするときは、ロック用ころ 1 6 f が、シ一 卜

ベル ト押圧部材 1 2 a の移動力により転動 して突条部 1 6 j の傾斜面 1 6 i

から遠ざかる方向にロック用スプリング 1 6 g の付勢力に抗 して移動する。

これにより、ロック用ころ 1 6 f がシー トベル ト押圧部材 1 2 a をほとんど

押圧 しなく、ロック部材 1 6 はロック作用を行わない。 したがって、シ一 卜

ベル ト押圧部材 1 2 a はロック部材 1 6 のロック用ころ 1 6 f からの抵抗を

受けることなく、パイプ 1 3 内をスムーズに移動可能となる。

[0077] また、図 1 1 ( B ) に示すようにシー トベル ト押圧部材 1 2 a が矢印 B方

向 （ピス トン 1 5 の方向）に移動 しょうとするときは、ロック用ころ 1 6 f

が突条部 1 6 の傾斜面 1 6 i の方へ移動 し、ロック用ころ 1 6 f は傾斜面

6 i と円弧状のシー トベル ト押圧部材 1 2 a の外周側面との間に挟圧され



る。このとき、傾斜面 1 6 i とシー トベル ト押圧部材 1 2 a の外周側面との

楔効果によりロック用ころ 1 6 f の挟圧力が大きくなり、ロック部材 1 6 が

シ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a のロック作用を行う。これにより、シ一 卜ベル

卜押圧部材 1 2 a は矢印 B方向にロックされてパイプ 1 3 内を同方向に移動

不能となる。その場合、ロック用ころ 1 6 f がロック用スプリング 1 6 g の

付勢力により付勢されていて効果的に移動するので、シ一 卜ベル 卜押圧部材

1 2 a はロック部材 1 6 により安定 してロックされるようになる。

[0078] 図 7 ( A ) および （B ) に示すように、スプリング支持 リテ一ナ部 1 6 h

が設けられるブラケッ卜2 4 には、更にス トッパ 2 5 と係止爪 2 6 が設けら

れている。ス トツバ 2 5 は円弧状に湾曲 して形成されているとともに、湾曲

部の円弧方向のほぼ中央位置にシ一 卜ベル ト4 の幅方向と同方向に形成され

た溝 2 5 a を有 している。また、係止爪 2 6 は第 3 のフレー厶部材 9 e に設

けられた被係止部 9 y に係止可能であり、図 1 0 ( A ) および （B ) に示す

ように係止爪 2 6 がこの被係止部 9 y に係止することで、ブラケッ卜2 4 は

第 3 のフレー厶部材 9 e に支持される。このブラケッ卜2 4 は樹脂により、

スプリング支持 リテ一ナ部 1 6 h 、ス トツバ 2 5 、および係止爪 2 6 が一体

にされて成形される。

[0079] そ して、プリテンショナ一8 が通常時の図 1 0 ( A ) に示す非作動状態で

あるときは、シ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a のシ一 卜ベル ト押圧部 1 2 f がス

トツパ 2 5 の湾曲部に当接することで、シー トベル ト押圧部材 1 2 a はシ一

卜ベル ト4 の先端部 4 c を押圧する方向の移動が阻止されて、図 1 0 ( A )

に示す非作動位置に保持される。また、プリテンショナ一8 が緊急時の図 1

0 ( B ) に示す作動状態では、シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a はピス トン 1 5

の押圧力で押圧されることでス 卜ツバ 2 5 を破断 しかつ拡開させて移動する

ようになる。このシー トベル ト押圧部材 1 2 a の移動で、シー トベル ト押圧

部材 1 2 a のシー トベル ト押圧部 1 2 f がシー トベル ト4 の先端部 4 c に当

接する。その後、シー トベル ト4 の先端部 4 c がシー トベル ト押圧部 1 2 f

により押圧されてフレ一厶 9 内に引き込まれ、シ一 卜ベル ト4 が緊張される



。その場合、ス トッパ 2 5 は溝 2 5 a により容易に破断するので、シ一 卜べ

ル 卜押圧部材 1 2 a は迅速に移動 してシ一 卜ベル 卜4 を緊張させる。

[0080] このように構成 された第 4 例のプ リテンシ ョナ一 8 の組み立てについて説

明する。 まずガスジェネ レータ 1 4 、 ピス トン 1 5 を付勢する付勢部材 （不

図示）、 ピス トン 1 5 、およびシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a がそれぞれパイ

プ 1 3 内に収容されるとともに、第 2 のロック本体 1 6 e がパイプ 1 3 に嵌

合 された後、 このパイプ 1 3 が第 3 のフレー厶部材 9 e の周壁 9 i に固定支

持 される。次に、第 2 のロック本体 1 6 e 内にロック用 ころ 1 6 f および 口

ック用スプ リング 1 6 g が収容され、その後、 ブラケッ ト2 4 の係止爪 2 6

が被係止部 9 y に係止されてブラケッ 卜2 4 が第 3 のフレ一厶部材 9 e に支

持 される。

[0081 ] —方、シー トベル トガイ ドローラ 1 8 a が第 4 のフレー厶部材 9 f に口一

ラ支持軸 1 8 b により回転可能に支持 される。その場合、シー トベル トガイ

ドロ一ラ 1 8 a は第 4 のフレ一厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o の間に位置

された状態でローラ支持軸 1 8 b が第 7 の揷通孔 9 u およびシー トベル トガ

ィ ドロ一ラ 1 8 a に揷通されて第 4 のフレ一厶部材 9 f に取 り付 けられる。

[0082] 次 に、前述のように第 4 のフレー厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o におけ

る扇の要の領域 を含む所定領域が第 3 のフレー厶部材 9 e の左右の側壁 9 g ,

9 h の間に嵌入されるとともに、第 3 のフレ一厶部材 9 e の第 1 の揷通孔 9

j と第 4 のフレー厶部材 9 f の第 4 の揷通孔 9 q , 9 r が整合 される。次いで

、シ一 卜ベル ト4 の先端部 4 a が連結された円筒状のシ一 卜ベル 卜被連結部

材 1 1 が第 4 のフレー厶部材 9 f の左右の側壁 9 n , 9 o に配設されるととも

に、第 1 の揷通孔 9 j および第 4 の揷通孔 9 q , 9 r に整合 され、その後、支

持軸 1 0 が第 1 の揷通孔 9 j 、第 4 の揷通孔 9 q , 9 r 、 およびシ一 卜ベル 卜

被連結部材 1 1 に揷通されてフレーム 9 に組み付 けられる。 このとき、図 8

( A ) および図 9 ( B ) に示すように支持軸 1 0 はフレーム 9 か ら外方へ突

出する。なお、支持軸 1 0 の突出 した部分には雄ね じが形成 されている。

[0083] 次いで、第 4 のフレー厶部材 9 f が第 3 のフレー厶部材 9 e に対 してシ一



卜ベル ト被連結部材 1 1 (つまり、支持軸 1 0 ) を中心として相対回動され

て、第 3 の揷通孔 9 mと第 6 の揷通孔 9 t が整合された後、結合ボル 卜2 2

がこれらの第 3 および第 6 の揷通孔 9 m, 9 t に揷通されることで、第 3 のフ

レ一厶部材 9 e と第4 のフレ一厶部材 9 f とが結合されてフレーム 9 が形成

される。このとき、プラケット2 4 および第 2 のロック本体 1 6 e のフラン

ジ部 1 6 k が第 3 のフレ一厶部材 9 e の第 1 の挟圧支持部 9 v と第4 のフレ

—厶部材 9 f の第 2 の挟圧支持部 9 w との間に挟持される。なお、図 1 0 (

A ) , ( B ) に示すように、ブラケット2 4 は部分的に第 3 および第4 のフレ

—厶部材 9 e , 9 f の間に挟持される。

[0084] 次に、取付ボル 卜2 1 が第 3 のフレ一厶部材 9 e の第 2 の揷通孔 9 k に揷

通されて組み付けられる。このとき、図 8 ( A ) および図 9 ( B ) に示すよ

うに取付ボル ト2 1 はフレーム 9 から外方へ突出する。また、シー トベル ト

ガイ ド部材 2 3 が第4 のフレ一厶部材 9 f の第 5 の揷通孔 9 s に揷通され組

み付けられる。こうして、第4 例のプリテンショナ一8 が組み立てられる。

そ して、この第4 例のプリテンショナ一8 は、支持軸 1 0 の雄ね じおよび取

付ボル ト2 1 により車両シ一 卜2 の側面に2 個所で固定されることで車両シ

- 卜2 に組み付けられる。これらの支持軸 1 0 および取付ボル 卜2 1 による

2 個所の固定で、フレーム 9 に回転力が加えられたとき、フレーム 9 は回転

することを阻止される。すなわち、支持軸 1 0 および取付ボル ト2 1 により

、プリテンショナ一8 の回転を防止するプリテンショナ一回転防止機構が構

成される。

[0085] ところで、図 1 0 ( A ) に示すように第4 例のプリテンショナ一8 では、

第 1例のプリテンショナ一8 と同様にシー トベル ト4 の先端部 4 c がシ一卜

ベル ト被連結部材 1 1 に巻回されるとともに、この巻回部 4 C lより先端側の

先端部 4 c 2が巻回部 4 C lより手前側の先端部 4 c に重ね合わされる。そ して

、先端部 4 c の重ね合わせ部分 4 c 3が縫合や接着剤等の適宜の接合手段で接

合される。その場合、先端部 4 c の重ね合わせ部分 4 c 3の接合強度 （つまり

、シ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c のシ一 卜ベル 卜被連結部材 1 1への連結強度



) は、先端部 4 c の重ね合わせ部分 4 c 3の長さL ( m m) が長いほど大きく

なる。

[0086] そこで、第4 例のプリテ ンショナ一8 では、第 1 の揷通孔 9 j の中心C 2 (

つまり、支持軸 1 0 およびシ一 卜ベル ト連結部材 1 1 のほぼ中心）がパイプ

1 3 の湾曲部 1 3 b の円弧の中心 (つまり、パイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b の

円弧のほぼ中心）から中心 に関 してシ一 卜ベル 卜進入口9 d と反対側にパ

イブ 1 3 を越えない範囲で所定量偏心されている。これにより、先端部 4 c

の重ね合わせ部分 4 c 3は、先端部 4 c 2が他の部材 （図 1 0 ( A ) に示す第4

例では、スプリング支持 リテ一ナ部 1 6 h ) と干渉することなく、その長さ

L ( m m) をより効果的に長 くすることが可能となる。 したがって、先端部

4 c の重ね合わせ部分の接合強度が効果的に大きくなつている。また、中心

C 2がパイプ 1 3 を越えない範囲で偏心されて設けられることで、中心C 2がこ

のように偏心されてもプリテンショナ一 8 は第 1例のプリテンショナ一 8 と

同様に小型コンパ ク 卜に形成される。

[0087] 次に、第4 例のプリテンショナ一8 の作動について説明する。

前述のようにプリテンショナ一8 は、その通常時は図 1 0 ( A ) に示す非

作動状態にある。プリテンショナ一8 のこの非作動状態では、シー トベル ト

4 は、シ一 卜ベル 卜被連結部材 1 1 に連結されるために必要な部分がフレ一

厶 9 内に進入 しているだけであり、実質的にフレーム 9 内に引き込まれてい

ない。また、シー トベル ト4 の先端部 4 c 2は、その先端がロック部材 1 6 の

フランジ部 1 6 k に当接 して図 1 0 ( A ) において時計回りの回動が阻止さ

れている。更に、第 1例と同様に、 ピス トン 1 5 が図 1 0 ( A ) において右

方 （つまり、ガスジェネレータ 1 4 から遠ざかる方向）へ軽 く付勢されてい

て、円弧状のシー トベル ト押圧部材 1 2 a を反時計回りに付勢 している。 し

たがって、前述のようにシー トベル ト押圧部材 1 2 a はそのシー トベル ト押

圧部 1 2 f がス トツバ 2 5 に当接 しシー トベル ト4 の先端部 4 c を押圧する

方向の移動が阻止されている。このとき、ス トッパ 2 5 は破断されない。 こ

れにより、シ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a およびピス トン 1 5 は非作動位置に



保持されている。更に、シー トベル ト4 の先端部 4 c はシー トベル トガイ ド

部材 2 3 およびス トツパ 2 5 に当接 して若干屈曲されている。

[0088] 緊急時には、第 1例と同様にガスジェネレータ 1 4 が発生するガス圧でピ

ス トン 1 5 が作動する。 したがって、図 1 0 ( B ) に示すようにピス トン 1

5 がシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a を直接強 く押圧するので、シ一 卜ベル ト押

圧部材 1 2 a のシー トベル ト押圧部 1 2 f がス トツバ 2 5 を破断 して拡開す

る。これにより、 ピス トン 1 5 およびシー トベル ト押圧部材 1 2 a がともに

パイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b にガイ ドされて湾曲部 1 3 b の円軌道に沿って反

時計回り （図 1 1 において矢印A 方向）に回動 （移動）する。このとき、前

述のようにロック部材 1 6 がシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a をロックしなく、

シー トベル ト押圧部材 1 2 a はスムーズに回動する。そ して、シー トベル ト

押圧部材 1 2 a は、そのシ一 卜ベル 卜押圧部 1 2 f がシ一 卜ベル ト4 の先端

部 4 c に直接当接 して先端部 4 c を押圧 しながら回動する。このため、シ一

卜ベル ト4 の先端部 4 c は、シ一 卜ベル トガイ ドロ一ラ 1 8 a とシ一 卜ベル

卜ガイ ド部材 2 3 と外周側シ一 卜ベル トガイ ド部 2 0 とにガイ ドされて湾曲

されながらフレーム 9 内に引き込まれる。こうして、プリテンショナ一8 は

シ一 卜ベル ト4 に張力を付与 してシ一 卜ベル ト4 を緊張させて、シ一 卜ベル

卜4 による乗員拘束力を高める。また、ガス圧でフレーム 9 が図 1 0 ( B )

において時計回りの力を加えられるが、前述のプリテンショナ一回転防止機

構によりプリテンショナ一8 は回動 しない。

[0089] プリテンショナ一8 の作動終了後に、乗員の慣性でシー トベル ト4 の先端

部 4 c がフレーム 9 から引き出されようとする。このため、先端部 4 c がシ

— 卜ベル ト押圧部材 1 2 a を図 1 1 ( B ) に示す矢印 B方向に回動 しょうと

するが、前述のようにロック部材 1 6 がシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a をロッ

クするので、シー トベル ト押圧部材 1 2 a は矢印 B方向に回動 しない。これ

により、先端部 4 c のフレーム 9 からの引き出しが阻止される。 したがって

、シー トベル ト4 による乗員拘束力が高められた状態に保持される。このと

き、シー トベル ト押圧部材 1 2 a の矢印 B方向の回動がロックされることで



、 フ レー ム 9 が図 1 0 ( B ) において時計回 りの力を加え られるが、前述 と

同様 にプ リテンシ ョナ一回転防止機構 によりプ リテンシ ョナ一 8 は回動 しな

し、。 したがって、シー トベル ト4 による乗員拘束力が高め られた状態に保持

される。

この第 4 例のプ リテンシ ョナ一 8 の他の構成および他の作動は、第 1 ない

し第 3 例のプ リテンシ ョナ一 8 のそれ らと同 じである。

[0090] この第 4 例のプ リテンシ ョナ一 8 によれば、第 1 例のプ リテンシ ョナ一 8

の力伝達部材 1 7 が省略されて、円弧状の 1 つのシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2

a のみが配設されるとともに、 このシ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a が緊急時に

ビス トン 1 5 に直接押圧されてシ一 卜ベル ト4 の先端部 4 c を押圧するよう

になる。 また、第 4 例のプ リテンシ ョナ一 8 では、第 1 例のガイ ド部材 1 2

b は設けられない。 したがって、第 1 例 に比 して部品点数が削減されてプ リ

テンシ ョナ一 8 の構成 を簡略化することができるとともに、 ピス トン 1 5 の

押圧力をより効果的にシ一 卜ベル 卜押圧部材 1 2 a に伝達することが可能 と

なる。

[0091 ] また、支持軸 1 0 および取付ボル 卜2 1 か らなるプ リテンシ ョナ一回転防

止機構が設けられる。 これにより、 プ リテンシ ョナ一 8 に回転力が加え られ

てもプ リテンシ ョナ一 8 の回転 を防止することができる。 したがって、 プ リ

テンシ ョナ一 8 の作動時でのガス圧によるプ リテンシ ョナ一 8 の回転および

プ リテンシ ョナ一 8 の作動終 了後の乗員の慣性力によるプ リテンシ ョナ一 8

の回転 をともに防止でき、 プ リテンシ ョナ一 8 による乗員の拘束作用をより

効果的に発揮 させることが可能 となる、なお、 プ リテンシ ョナ一回転防止機

構は支持軸 1 0 と取付ボル 卜2 1 とに限定されることはな く、例えば第 1 例

において、 プ リテンシ ョナ一 8 と車体 との間に設けられて互い係合する凹凸

部や段差部等の他の適宜の回転防止機構で構成することもできる。

[0092] 更 に、シー トベル ト被連結部材 1 1 に巻回されるシー トベル ト4 の巻回部

4 c 3の中心 C 2がパイプ 1 3 の湾曲部 1 3 b の円弧の中心 か らこの中心

に関 してシ一 卜ベル 卜進入口 9 d と反対側 に所定量偏心 されている。 これに



より、シー トベル ト4 の先端部 4 c の重ね合わせ部分 4 c 3の長さL ( m m)

をより効果的に長 くすることが可能となる。 したがって、先端部 4 c の重ね

合わせ部分の接合強度を大きくすることができる。

[0093] 更に、ロック部材 1 6 がフレーム 9 におけるシー トベル ト進入口9 d の位

置に設けられている。これにより、第 1例に比べてロック部材 1 6 をより簡

単に組み付けることができるようになる。

[0094] 更に、シ一 卜ベル ト押圧部材 1 2 a により押圧されてフレ一厶 9 内に引き

込まれたシ一 卜ベル ト4 のシ一 卜ベル トガイ ド部材が軸状のシ一 卜ベル トガ

イ ド部材 2 3 で構成されている。これにより、シー トベル ト4 をガイ ドする

シ一 卜ベル トガイ ド構造を簡略化することができる。

この第4 例のプリテンショナ一8 の他の作用効果は、第 1 ないし第 3 例の

プリテンショナ一8 のそれと同じである。

[0095] なお、本発明のプリテンショナ一およびシー トベル ト装置は、本発明の前

述の実施の形態の各例に限定されることはなく、特許請求の範囲に記載され

ている事項の範囲内で種々設計変更可能である。

産業上の利用可能性

[0096] 本発明のプリテンショナ一およびシー トベル ト装置は、車両衝突等の緊急

時の初期に、圧力ガスによリシ一 卜ベル トを引っ張ることでシ一 卜ベル トに

よる乗員の拘束力を高めるプリテンショナ一および車両のシ一 卜ベル 卜装置

に好適に利用することができる。

符号の説明

[0097] 1 シー トベル ト装置、 2 車両シ一 卜、 3 シ一 卜ベル トリトラクタ、 4

シ一 卜ベル ト、 4 a ショルダーベル ト、 4 b ラップベル ト、 4 c 先

端部、 4 c 巻回部、 4 c 2 先端部、 4 c 3 重ね合わせ部分、 4 d 縫合部

、 5 ガイ ドアンカ一、 6 タング、 7 パ' ックル、 8 プリテンショナ一

、 9 フ レーム、 9 a 第 1 のフ レーム部材、 9 b 第 2 のフ レーム部材、

9 d シー トベル ト進入口、 9 e 第 3 のフ レーム部材、 9 f 第 4 のフ レ

—厶部材、 9 i 周壁、 9 p 周壁、 9 y 被係止部、 1 0 支持軸、 1 1



シ 一 卜ベ ル 卜被連結部材、 1 2 シ 一 卜ベ ル 卜緊張部材、 1 2 a シ 一 卜

ベル 卜押圧部材、 1 2 b ガイ ド部材、 1 2 c 第 1 ァ一厶部、 1 2 d 第

2 ァ一厶部、 1 2 e 連結部、 1 2 f シ一 卜ベル ト押圧部、 1 3 パ イプ

、 1 3 a 直線状部、 1 3 b 湾曲部、 1 3 c 内周面、 1 4 ガスジエネ

レ一タ、 1 5 ピス トン、 1 6 ロック部材、 1 6 a 第 1 の ロック本体、

1 6 b ロック用ボール、 1 6 〇〜凹咅 1 6 d 傾斜面、 1 6 f ロック

用 ころ、 1 6 i 傾斜面、 1 6 突条部、 1 7 力伝達部材、 1 7 a 突

部、 1 8 , 1 8 a シー トベル トガイ ドローラ、 1 9 内周側 シー トベル トガ

ィ ド部、 2 0 外周側 シ一 卜ベル トガイ ド部、 2 1 取付ボル 卜、 2 2 結

合ボル ト、 2 3 シー トベル トガイ ド部材、 2 4 ブラケ ッ ト、 2 5 ス ト

ツバ、 2 5 a 溝、 2 6 係止爪、 C 2 第 1 の揷通孔 9 j の中心、 パイ

プ 1 3 の湾曲部 1 3 b の円弧の中心、 L 重ね合わせ部分 4 c 3の長 さ、 M

乗員



請求の範囲

少な くとも円弧状の湾曲部 を有するパイプと、

前記パイプの湾曲部 と同心 円またはほぼ同心 円の円軌道 に沿 つて移

動可能 に設 け られるとともにラップベル 卜よ り先端側のシ一 卜ベル 卜

の先端部 を押圧することで前記シ一 卜ベル トを緊張するシ一 卜ベル 卜

押圧部材 と、

緊急時にガスを発生するガスジェネ レータと、

前記パイプ内に移動可能 に設 け られるとともに前記ガスのガス圧で

作動 してシ一 卜ベ ル 卜押圧部材 を押圧する押圧力を発生する ピス トン

とを少な くとも備 えることを特徴 とするプ リテ ンシ ョナ一。

前記シ一 卜ベル 卜押圧部材は、少な くとも一部が円弧状 に形成 され

ているとともに前記円弧状の部分の少な くとも一部が前記パイプの湾

曲部 内に移動可能 に設 け られることを特徴 とする請求項 1 に記載のプ

リテ ンシ ョナ 一。

通常時に前記シー 卜ベ ル 卜押圧部材 を非作動状態 に保持するととも

に、緊急時に前記シ一 卜ベル 卜押圧部材 を作動可能 にするシ一 卜ベル

卜押圧部材ス トツバ を備 えることを特徴 とする請求項 1 または 2 に記

載のプ リテ ンシ ョナ一。

前記パイプおよび前記シー 卜ベル 卜押圧部材が配設 されるとともに

前記シ一 卜ベル 卜が内部 に進入するためのシ一 卜ベル 卜進入 口を有す

る容器状のフ レ一厶を備 え、

前記シ一 卜ベル 卜押圧部材が前記シ一 卜ベル 卜の先端部 を押圧 して

前記シ一 卜ベル 卜進入 口を通 して前記 フ レ一厶の内部空間内に引 き込

む ことで前記シ一 卜ベル トを緊張 させ ることを特徴 とする請求項 1 な

い し3 のいずれか 1 に記載のプ リテ ンシ ョナ 一。

前記 フ レームの内部空間内に前記シ一 卜ベル 卜が連結 されるシ一 卜

ベル 卜被連結部材 を備 え、

前記シ一 卜ベ ル 卜被連結部材は、前記パイプの湾曲部の円弧の中心



か ら偏心 した位置 に設 け られることを特徴 とする請求項 4 に記載のプ

リテ ンシ ョナ一。

作動終 了時に少な くとも前記シー 卜ベル 卜押圧部材が前記シー 卜べ

ル 卜の先端部 に対する押圧方向 と逆方向に移動するのをロックする口

ック部材 を備 えることを特徴 とする請求項 1 ない し5 のいずれか 1 に

記載のプ リテ ンシ ョナ一。

作動終 了時に少な くとも前記シー 卜ベル 卜押圧部材が前記シー 卜べ

ル 卜の先端部 に対する押圧方向 と逆方向に移動するのをロックする口

ック部材 を備 え、

前記 ロック部材が前記 フ レ一厶の前記シ一 卜ベル 卜進入 口の位置 に

設 け られることを特徴 とする請求項 4 または 5 に記載のプ リテ ンシ ョ

ナー。

プ リテ ンシ ョナ一が回転するのを防止するプ リテ ンシ ョナ一回転防

止機構 を備 えることを特徴 とする請求項 4 、 5 および 7 のいずれか 1

に記載のプ リテ ンシ ョナ一。

少な くとも一部が前記パイプの湾曲部 内に移動可能 に設 け られると

ともに前記シー 卜ベル 卜押圧部材 を押圧可能な円弧状の力伝達部材 を

備 え、

前記 ピス トンの押圧力によ り前記力伝達部材 を介 して前記シー 卜べ

ル 卜押圧部材が押圧 されることを特徴 とする請求項 1 ない し8 のいず

れか 1 に記載のプ リテ ンシ ョナ一。

前記シー 卜ベル 卜押圧部材は前記シー 卜ベル 卜進入 口か ら前記内部

空間内に進入 した前記シ一 卜ベル 卜の先端部 を押圧するとともに、前

記シ一 卜ベル 卜の先端部 は前記シ一 卜ベル 卜進入 口に進入する前 に前

記先端部の面がプ リテ ンシ ョナ一の設置状態で車両左右方向か ら車両

前後方向に転回されることを特徴 とする請求項 1 ない し9 のいずれか

に記載のプ リテ ンシ ョナ一。

前記シー 卜ベル 卜押圧部材が押圧するシー 卜ベル 卜の先端部の一部



は、前記シ一 卜ベル 卜の長手方向に沿 って折 り畳 まれていることを特

徴 とする請求項 1 ない し 1 0 のいずれか 1 に記載のプ リテ ンシ ョナ一

[ 請求項 12 ] 前記シ一 卜ベル 卜の先端部の折 り畳み部分は、渦巻 き状 に 2 つ折 り

に折 り畳 まれていることを特徴 とする請求項 1 1 に記載のプ リテ ンシ

ョナ一。

[ 請求項 13 ] 前記シー 卜ベル 卜の先端部の折 り畳み部分は、蛇行状 に 2 つ折 りに

折 り畳 まれていることを特徴 とする請求項 1 1 に記載のプ リテ ンシ ョ

ナー。

[ 請求項 14] 前記シー 卜ベル 卜の先端部の折 り畳み部分は、前記先端部の長手方

向両側縁部が前記先端部の幅方向中心 に向か って前記先端部の長手方

向に沿 って折 り畳 まれていることを特徴 とする請求項 1 1 に記載のプ

リテ ンシ ョナ一。

[ 請求項 15 ] 前記シー トベル トの先端部の折 り畳み部分は、縫合 されて保形 され

ていることを特徴 とする請求項 1 1 ない し 1 4 のいずれか 1 に記載の

プ リテ ンシ ョナ一。

[ 請求項 16 ] 前記シー 卜ベル 卜押圧部材が前記シー 卜ベル 卜の先端部 を押圧する

とき、前記先端部の保形 されていない部分が前記先端部の折 り畳み部

分 と同 じ折 り畳みで折 り畳 まれるように前記先端部の保形 されていな

い部分 をガイ ドするシー トベル トガイ ド部材 を備 えることを特徴 とす

る請求項 1 1 ない し 1 5 のいずれか 1 に記載のプ リテ ンシ ョナ一。

[ 請求項 17 ] 前記シ一 卜ベル 卜押圧部材が前記円軌道 に沿 って移動するように前

記シー トベル ト押圧部材 をガイ ドするガイ ド部材 を備 えることを特徴

とする請求項 1 ない し 1 6 のいずれか 1 に記載のプ リテ ンシ ョナ一。

[ 請求項 18 ] 前記ガイ ド部材は、回動することで前記シー トベル ト押圧部材 を前

記円軌道 に沿 って移動するようにガイ ドするァ一厶部 を有することを

特徴 とする請求項 1 7 に記載のプ リテ ンシ ョナ一。

[ 請求項 19 ] 乗員を拘束するシ一 卜ベル トと、



前記シ一 卜ベル トを巻 き取 るシ一 卜ベル 卜リ トラクタと、

前記シ一 卜ベル トに摺動可能 に支持 されたタンダと、

前記タングが係脱可能 に係止されるバ ックル と、

緊急時に前記シ一 卜ベル トを引 っ張 るプ リテ ンシ ョナ一 とを少な く

とも有 し、

前記 プ リテ ンシ ョナ一は請求項 1 ない し 1 8 のいずれか 1 に記載の

プ リテ ンシ ョナ一であることを特徴 とするシ一 卜ベル 卜装置。
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